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海事クラスター
わが国海事クラスターの構成1

わが国海事クラスターの規模2
わが国海事クラスター全体の付加価値額は3兆7,149億円（GDPの約1％）、売上高は11兆2,737億円、従事者数は34万人。
（いずれも2011年の数字）

海運業は、造船業及び舶用工業とともにわが国海事クラスターの中心的存在。

内航船員数の推移1
内航船員数は貨物船と旅客船の船員を合わせて、28,595人である。

出典：国土交通省海事局 作成：（公財）日本海事センター

作成：（公財）日本海事センター

内航船員の年齢構成2
50歳以上の割合が約45%であるが、30歳未満の若年船員の割合は微増傾向にある。

出典：国土交通省海事局

（注） ①2020年10月現在。
　　 ②端数処理のため、末尾の数字が合わない場合がある。

（注） ①海事局調べによる（2005年までは国土交通省「船員統計」による）。
　　 ②船員数は乗組員数と予備船員数を合計したものであり、わが国の船舶所有者に雇用されている船員である。
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日本の外航海運の歴史

＊海運造船合理化審議会「今後の船腹拡充方
策如何」、「海運の経営力強化に関する方策
如何」、「建造船価の低減に関する方策如何」
答申（27.11）

 ☆海上運送法の公布（24.6）
☆海運民営還元（25.4）
☆日本船のパナマ運河通航許可（25.8） 
☆日本船の北米諸港向け不定期船配船許可
（25.8）

☆大阪商船の南米定期航路開設許可（戦後初
の遠洋定期航路）（25.11）

☆第5次（24）～第8次（27）計画造船（米国対
日援助見返資金の導入）（27.4.28　独立達
成により廃止）

☆船舶特別償却制度創設（26）
☆バンコク、インド、パキスタン、ニューヨーク、

シアトル、ラングーン、カルカッタおよび韓
国の各定期航路開設許可（26）

☆日本郵船の欧州定期航路開設許可（27）

 ★為替レート設定（1ドル＝360円）（24.4）
★朝鮮戦争勃発（25.6）
★日本開発銀行発足（26.5）
★復興金融公庫解散（27.1）

☆日本開発銀行融資の開始（28～） 
☆利子補給制度の開始（28～）
☆三井船舶、東廻り世界一周航路開始（28.3）

★朝鮮戦争休戦協定（28.7） 
★経済白書「もはや戦後ではない」（31.7） 
★スエズ運河閉鎖（31.11）

☆第1次（22.9）～第4
次（24.2）計画造船

（復興金融公庫融資
による船舶公団の共
有建造方式）

☆日本海運協会解散、
日本船主協会創立

（海運の民間還元を
実現）（22.6）

☆日本船主協会、社
団法人として設立認
可（23.10）

☆総司令部の司令に
より、大型タンカー
9隻がペルシャ湾岸
重油積み取りに出航

（戦後初の遠洋不定
期航路）（23.4）

★「傾斜生産方式（石
炭・鉄鋼重点主義）」
の導入（21.12 第1次
吉田内閣）

復興金融公庫・船舶公団方式 見返資金融資 朝鮮戦争後不況～スエズブーム

利子補給（対開銀）

利子補給（対市中）
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外航海運年表

（海運造船合理化審議会答
申、交通政策審議会（海事
分科会）答申など）

出典：国土交通白書 2020

わが国の海運業と造船業等の相関図3
日本の海事クラスターは、海運業と造船・舶用工業、海運業と荷主の強い結びつきが中心となっている。

荷　主

貨物の運送

71％が日本商船隊向け
（隻数ベース）

船隊の85％を国内調達
（隻数ベース）

48％が国内造船所向け
（金額ベース）

舶用品の86％を国内調達
（金額ベース）

海運業
事業者数：外航　約190事業者、内航　約2,500事業者
従業員数：外航　約7,000人、内航　約63,000人
営業収入：外航　約3.3兆円、内航　約1.2兆円

船主（オーナー）
事業者数：外航　約700事業者、内航　約1,400事業者
従業員数：外航　約1,400人（推計）、内航　約21,000人

造船業
事業所数：約1,000事業所
従業員数：約78,000人
営業収入：約2.4兆円

舶用工業
事業所数：約1,000事業所
従業員数：約47,000人
生 産 高 ：約0.9兆円

船舶の提供（用船契約）


